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製 晶 戦 略の た め の 分 析

石 崎 忠 司

（中央大学）

Ｉ はじめ に

近 年、 経 営 環 境 の 大 き な 変 化 に と も な っ て、 リ ス ト ラ ク チ ュ ア リ ン グ、 Ｍ ＆ Ａ、 海 外 進 出、

多 角化な どの経営戦略が重視 されて いる。 そこに共通 するのは、 製品戦略であり、 製 品戦略の

成否 が企業成長を左右すると いう認識である。

製 品戦略のための分析は、 従来、 管理会計およ び原価 計算の領域において価格決 定のための

分析 や営 業費分析に関する研究 が行われてきた。 最近では品質 コス トに関心が持たれて いる。

経営 分析 の領 域においては、 成 長性 およ び収益性の分析において、 利益増減分析や限界利益 の

分析な どがとり挙げられてきた。 い ずれも製品戦略に有用では ある けれども、 十分とはい えな

い 。

製品戦略の重要 性を考えるな らば、 経営 分析においても製品戦略 に資 する分析技法が開発 さ

れね ばな らな い。 そこで、 従来か らの分析 方法を整理するとと もに、 新しい分析方法を確立す

る た め の 糸 □ を 探 っ て み る。

皿 経営戦 略における製品戦略 の重要 性

経営戦略とは、 企業行動 の成功へのア プローチの方 法をいう。 換言すれ ば、 環 境と 組織の適

合をはかり、 企業 成長を実 現す ることである。 企業に おける ｒ管理」 が現有の経営 資源を与件

と し、 そ の キ ャ
パ シ テ ィ の 効 率 的 利 用 に よ っ て、 当 面 の 利 益 極 大 化 を 目 標 と す る の に 対 し、

ｒ戦略」 は、 企業活動に適合すべく、 現有資源の再配分 ないし新たな資源を投 入す るこ とによっ

て、 以降の経営活動のための基盤・ 能力を設定 し、 長期的利益 の安定化をはかることを 目標と

す る
１）
。

現代の 企業は、 情報化、 国際化、 価値 観の多様化、 産業構 造の 高度化、 技術革新の進展 など

に特徴 づけられる変化の激 しい環境 に置かれている。 しか もこ れらの変化は、 個別に進展する

の で は な く、 相 互 に 作 用 し あ い な が ら 加 速 化 し て い る。 こ の よ う な 経 営 環 境 の も と で、 企 業 の

持続的な 成長を維持することは簡単ではな い。 経営戦略が環境変 化に適 合しているか どう かは

企業競争力 に直 接的に現 れ、 企業競争カのい かんが企業の成長を左 右する。

企業競争 カは、 ① 新しい製品コンセ プトを製 品化して市場に供給する速さ と、 ②市場の状況

に適応 して製晶ライ ンを転 換していく企業の柔軟性、 あるいは、 ③ユー ザーか ら注文を受けて

から製晶を納入するまでの時 間によって決まる、 とす る見解がある
２）
。
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ここで、 市場
の 二一 ズに適確 に対応する製品づくり は、 どの

ような製品を つく るか という問

題とそれをどのよう につく るかという問題に 分けられる。 前者を事業別 戦略とす れば後者は機

自 捌 戦 略 で あ り、 図 表 １ の よ う な マ ト リ ッ ク
ス と し て 示 す こ と が で き る。 Ｍ － Ｅ 一 ポ ー タ ー は、

図 表１ 経 営 戦 略 の 種 類

経
機 能 別 戦 略

営
戦
略

研 究

開 発
購 買 製 造 流 通

マ ー ケ

ティ ング

サー ビ

ス

Ａ 事業

部

Ｂ 事 業

部

事

業

別

戦

略

Ｃ 事 業

部

Ｄ 事 業

部

Ｅ 事 業

部

戦略には ２っのタ イ プがあると して、 個 々の業界における企業
の 活動 の進路を示す事業戦略 と

企業の全事業 単位ポー トフォリオの 理想的な構成を示す 企業 戦略を挙げている
３）
。 これをま と

め て い う と、 企 業 の 戦 略 に は、 事 業 別 戦 略、 ポ ー ト フ ォ リ オ
戦 略、 機 能 別 戦 略 に 区 別 で き

る と

い え る 。

経 営戦 略をいずれの視点 から検討するにせよ、
製 品の 競争力という視点を欠くことはでき な

い。 けだし、 ｒ具体的 な経営戦略
はすべて製品を軸 にして考えられ、 製品 が市場 に販売 さ

れて

はじめて企業成長の基礎 になる利潤が得られる からである
４）
。」 この意 味で経営 戦略の中心

は

製 品 戦 略 に あ る と い っ て よ い。 ピ ッ カ リ ン グ お よ び
コ ッ カ リ ル は・ マ ー ケ テ ィ ン グ ． マ ネ

ジ メ

ントにおいて意思決定すべき問題として、 何を販売す
るか という 市場の選択とマーケ ティ ン グ・

ミ ッ ク ス の 設 計 を 挙 げ て い る
５）
。 製 品 戦

略 が 成 功 す る か ど う か は こ の ２ 点 に か か っ て お り、 製

品戦略のための分 析はこの課題に応え るもので なければならない。

皿 収益構造に関する分析

製品に関す る経営分析は、 収益力 に関す
る分析が出発 点になる。 収益力は、 売上高一 費用

＝

利益の等 式の各項目およ びその相 互関 係の分析が中心になる。 これらの分析
はすでによく 知ら

れている けれども、 製品の競争力 分析
という観点か ら見直 してみよう。
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（１） 売上高の弾力性分析

経営戦 略の結果 は、 良く も悪く も売上高の増減 に凝 集して 現われる。 売上高は、 企業規 模の

一面を示 し、 企業 競争力の 要因である。 わが国 企業に おいて、 売上高が企業目標とされる理 由

の １ っ が こ こ に あ る。 そ こ ま で ま ず、 絶 対 額 と し て の 売 上 高、 売 上 高 成 長 率 お よ び マ ー ケ ッ ト

シ ェ ア を 総 合 的 に み る こ と に よ っ て、 企 業 競 争 力 の 概 要 を 知 る こ
と が 必 要 で あ る。

次に、 製品戦略の良否は、 売上戻り高 （返品高） およ び値弓１高の多寡にも示される
ので、

売 上 戻 り 高 値 引 高

売 上 戻 り率 ＝ 売 上 値 引 率 ＝

総 売 上 高 総売上高

を計算してみる必要がある。 これらの比率は、 製晶の 良し悪さに加え、 乱売な ど無理な販売
を

していないか、 生産・流通 などの管理に問題がないか どう かを明らかにする。

売上割戻 しおよ び売 上戻 りおよび売上値引は販売活 動の効率という点ではマイ ナス要 因であ

る。 したがって、 売上戻り および売上値引は売上高か ら直接控除するけれ ども、 売 上割戻 しお

よ び売上割引は直接控 除しないで純売上高を大きく示 し、 販売促進効果を反映させる こと
が適

切 で あ る。

しかし、 以上の項目を並列 的に取扱い、 総収益係数 と純益係 数の差をみること によって、 販

売効率を検討する ことも意 味がある。

純 売 上 高 総 売 上 高

売上総原価 売 上 総 原 価 （販 売品 原 価 十 棚 卸 評 価 損 十 棚 卸 減 耗 損）

（総収益係数）

一（幾幕・葦哉 ・葦王篶幕・葦土芸鵠）

（売 上 戻 り 率） （売 上 値 引 率） （売 上 割 戻 し率） （売 上割 引 率）

収益係数は、 売 上原価率
の逆 数で業種によって大きく相 違し、 例えば製造業と非製 造業 では

前 者が高く後者が低い。 同 じ製造業でも加工
度の違い によって、 非製造業でも販売形態の 違い

に よ っ て 異 な っ て く る。

さ ら に、 売 上 高 の 増 減 差 異 を 明 ら
か に す る こ と に よ っ て、 収 益 構 造 を 明 ら か に す る こ と が で

き る。 売上高の増減差異は増 減分析
によって検討でき る。 売上高は単価と数量の相乗 積で ある

から、 各製品 ごとおよ
びその 全体について、 単価差異、 数量差異および両要因差異を求め るこ

と が で き る。

単 価 を 当 期 Ｐ、 前 期 Ｐ
’
、 数 量 を 当 期 Ｖ、 前 期 Ｖ

’ と す れ ば、 売 上 高 に は、 図 表 ２ の よ う に、
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図 表 ２ 売 上高 増 減 差 異 の ケ ー ス

ω 単 価、 数 量 と も増 大
し た 場 合

単 価 差 異 ＝ Ｖ
’ （Ｐ － Ｐ

’）

数 量 差 異 ＝ Ｐ
’ （Ｖ － Ｖ

’）

両要 因 差 異 ＝ 全 体 差 異 一 （単 価差 異 十 数 量 差 異）

Ｖ

１２〕 単 価、 数量 と も 減少
し た 場 合

Ｖ

制 単 価 が低 下、 数 量 が増 大
し た 場 合

単 価 差 異

Ｐ ’

Ｐ

両 要 因

差 異

数

量

差

異

Ｖ
’

Ｖ

単 価 差 異

Ｐ ’

Ｐ

数

量

差

異

Ｖ
’

Ｖ

単 価 差 異 ＝ Ｖ （Ｐ ㌧ Ｐ）

数 量 差 異 ＝ Ｐ （Ｖ
’一 Ｖ）

両 要因 差 異 ＝ 全 体 差 巽 一 （単 価差 異 十 数 量 差 異）

Ｖ

単 価 差 異 三 Ｖ’ （Ｐ Ｌ Ｐ）

数 量 差 異 ＝ Ｐ （Ｖ － Ｖ
’）

１４１ 単 価 が 上昇、 数 量 が 減 少 し た
場 合

Ｐ

単 価 差 異

Ｐ’

Ｖ’

数

量

差

異

ＶＶ

単 価 差 異 ＝ Ｖ （Ｐ － Ｐ’）

数 量 差 異 ＝ Ｐ’ （Ｖ 」 Ｖ）
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４とおりの増減差異 があ る。 単価差異およ び数量差 異を明らかにすることによっ て販売政策の

検討が可能になる。

単価差異と数量差 異の関係 は、 価格弾力性と して 捉えられる。 価格弾力性は、 価格の相 対的

変化と販売量の相対 的変 化を 関係づけた もので、 下 の式で示される。 価格弾力性は価 格変 化に

対する販売量の変化 を示す指 標である。

数 量 差 異 価格差異

価格弾力性
前期販売量 前期価格

（販 売 量 の 相 対 的 変 化） （価 格 の 相 対 的 変 化）

価格の販売量に対する影響 は生活必需品と専門晶のよ うなぜいたく晶では巽なる。 前者 は価

格の変化に対する販売量の変 化は小さく 価格弾力性の 絶対値は１より小さくなり、 後者はその

逆 で あ る。

価格と販売量との 関係を示 す価格弾カ性の考え方を 拡大して、 価格、 販売量と売上高 との関

係を次式で捉える考え方もある６）。 この 式は、 収益構造の特徴を集 約的 に示す点で優れている。

売 上 高 弾 力 性 ＝ １ ＋ 価 格 弾 力 性

販 売 量 の 相 対 変 化
亡 １ ＋

価 格 の 相 対 変 化

売上高弾力性は、 価格の弾 力性 が低いほ ど０に近 づき、 価 格が増加した割合だ け販売量 が下

落 す る、 あ る い は そ の 逆 の よ う な 中 立 的 な 場 合 に は ０ と な る。 図 表 ３ の 仮 説 例 に お い て、 価 格

弾力性および売上高弾力性は 下記のとおり計算でき る。 売上高弾力性が一１．３１ということ は、

図 表 ３ 弾 力 性 の 分 析

今 期 前 期 差 異 相対的変化

売 上 高 ４００
，
０００ 円 ３７８

．Ｐ
ｏｏ 円 ２２

，
０００ 円 Ｏ．０５８

販 売 量 ２
，
ＯＯＯ 個 １

，
８００ 個 ２００ 個 ０

．
１１１

価 格 ２００ 円 ２１０ 円 一 １０ 円 一 ０
．
０４８

販 売 量 の 相 対 的 恋 化 （Ｏ．１ｌ１）

価 格 弾 カ性 ＝

売 上 高 弾 力 性 ＝

価 格 の 相 対 的 変 化 （一０，０４８）

一 ２．３１

１ ＋ 価 格 弾力 性

１ ＋ （一２．３１）

一 １．３１
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価 格 を４．８ ％ 引 下 げ る こ と に よ っ て、 売 上 高 が 価 格 の 相 対 的 引 下 げ 率 の１．３倍 増 加 す る こ と を

示 し て い る。

弾力性分析は販売費の販売数量 に対する影響について も次 式のように行える。 販売努 カは広

数量差異 販売費差異

販 売 弾 カ 性 ＝ 一

前期販売数量 前期販売費

告や各種販売促進策につ いて個 別に弾力性の 分析を行って みる必要がある。

販売費を増すことによっ て、 売上高が相応に増加 し利 益が増えれ
ばいい けれ ども、 必ずし

も

敗売費に見合った効果 が得られるとは限 らない。 以下の仮設例において、 営業利益
を現在の１５

０万 から２１８万にする場 合、 売上高営業利益率を現 在
の１５％と して 売 上高 を増 やす 方 法と 営業

費 用 を 減 ら す 方 法 が あ る （図 表 ４ 参 照 ）。 売 上 高 を１，０００万 円 か ら１，４５０万 円 に 増 大 す る 努 力

図 表 ４ 費 用 節 減 の 効 果

≡簑圭墓用
’’ 燥

≡営業利益 ２１８万円≡

諸用
１営業利益

１売上高利益率

’・１：鴉１

１５０万円１

１５％

！
１売上高利益率 ・１…

営 業 費 用 を ８ ％ 削 減 した と

す る と 営 業 利 益 は １．４５ 倍

増 大 す る

書圭暮用 １１鴛：芸胃１

営業利益 ２１８万円≡

売 上 高 利 益 率 １５％

売 上 高 利 益 率１５％ と し て２１８

万 円 の 利 益 を 売上 高 の 増 大

に よ っ て 達 成 する 場 合 に は

１
，
４５０ 万 円 の 売上 を あ げな

け れ ば な らな い

と、 営業費用
を８ ％削 減す る努力を 比較 した場合、 後者のほうが売 上高営業利益

率が２１－８％ と

高くなり、 市場におけ
る競争力が弱いと きは費用 節減に力を 入れ るほうが得策である。

したがって 売上高に対する感度の 低い 費目にっいては節減をは かる ことが重要であり、 その

ため に販 売費について機能別に把握 し弾力性を検討してみる 必要がある。
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（２〕 売上高構成の分析

売上高 は、 製品、 事業部、 得意先、 地域などの各売上高に分解でき る。 全体と しての売 上高

が大きくて も取引 高の小さい得意先が多 いと 販売 効率が悪く、 また売上高構 成比の大きい製 品

が必ずしも利益に貢献 して いるわけではない。 このためＡＢＣ分析や限界利益 率の分析を利用

し て、 効 率 を は か る こ と が 必 要 で あ る。

① Ａ ＢＣ分析

Ａ Ｂ Ｃ 分 析 は、 よ く 知 ら れ て い る よ う に 取 引 先 を 取 引 高 に 応 じ て Ａ Ｂ Ｃ …… に 区 分 し、 取弓１

高の 大き い取引先に重点を置 いて 販売の効率化をはか ろう とするものである。

② 限界利 益率、 貢献利益構成率 の分析

製品別の限界利益率（睾㍗
」
慧 ）・貢献１庵構成率（ 簑１１１蓋）は・営業利益に対

図 表 ５ セ ー ル ス ・ ミ ヅ ク ス の 変 更

（Ａ 製 品 お よ ぴ Ｄ 製 品 の 変 更 例）

（単 位 ： 千 円）

売上高

変動売上原価

製 造 マ ー ジ ソ

変 動 販 売 費 ・

管理費
限界利益

限界利益率

Ａ製品１Ｂ製品１Ｃ製品１Ｄ製品１ 計

１・Ｏ００１・・０００１・・ ㎝１・・ＯＯＯ１・Ｏ・ＯＯ０

５００１ ｇ００１１・・００１ Ｚ７００１５・７００

５００１ ・・１
００１ １・・

ＯＯ１ｌ・
３００１４・

３００

２００１ ７００１ ９００１１・１００１２・９００

３００１ ４００１ ５００１ ２００１１・４００

・０％１ ・０％１ １・％１ ・％１ 脇

↓ ↓

（単 位 ： 千 円）

売上高

変動売上原価

製 造 マ ー ジ ソ

変 動 阪 売 費 ・

管理費
限界利益

限界利益率

１・ 蝸 ・ 蝸 ・製品・製品 計

・… １・… １ふ… １・… １臥…

１… ０１ ・・０１１・６００１１・３５０１… ５０

１・Ｏ００１ １・・ＯＯ１ １・４００１ ６５０１４・１５０

… １ … １ … １ …１・…

６００１ ・００１ ５００１ １００１１・６００

３０％１ ・Ｏ％１ ｌ・％１ ・％１ ｌ・％

する寄与の 程度 を示す。 限界利益率 に

重 点 を 置 い た セ ー ル ス ・ ミ ッ ク ス を 考

えるな らば、 全体と しての限界利益率

を高めるこ とができ る （図表５参照）

し、 貢献利益構 成率 をあげることがで

き る。 貢献利益は、 製晶 別の限界利益

からさ らに、 当該製品の 専用 の機械に

かかわる減価償 却費、 保 険料、 固定資

産税などの製晶別固定費 （直接固定費）

を控除したものである。 この 分析にお

いては、 各費目の変動費と固 定費 への

費用分 解および配賦基準に若干の 難し

さ が あ る。

注） 生 産 能 力 を 一 定 と す る と， 限 界 利 益 率 の 高 い

Ａ 製 品 の 生 産 量 を ふ や し， 低 い Ｄ 製 品 の 生 産 量

を 減 らす こ と に よ っ て， 全 体 の 限 界 利 益 率 を 高

め る こ と が で き る
ｏ
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③ マ ト リ ッ ク ス に よ る 製 品 構 成 の 分 析

製品ある いは事業部の売上高利益 を鳥 撤図 的に把握するためには、 売 上高と売上高利益率
の

マ ト リ ッ ク ス が 有 用 で あ る （図 表 ６ 参 照）。ま た 売 上 高 利 益 率 と 製 品 ラ イ ン の 幅 の マ ト リ ッ ク ス

図 表 ６ 製 品構 成 の 把握

売

よ

平均

Ａ 間 題 製 品

Ｂ 利 益 率 改 善 製品

Ｃ 主 力 製 品

Ｄ 売 上 増 進 補 強 製 品

平均 売上高利益率

図 表 ７ 製 品 ラ イ ン の幅 の 検 討

低 製品 ライ ンの帽（品揃足）

注 １） Ａ 重 要 性 の 低 い 製 品

Ｂ 製 品 種 焼 の 増 犬 が 有 望

Ｃ 主 力 製 品

Ｄ 製 品 種 穎 の 縮 小 が 可 能

２） 矢 印 は 有 利 な選 択 の 方 向を 示 す。

によって、 品揃えを検討すること ができる （図

表７参照）。 顧客の要求に応えるために は品揃

えが必要 である。 しかし製晶種類が増える ほど

多品種少量生産になり、 現在のＦＡ化の段階で

はま だ生産性が低くな る。 その結果、 売上高は

伸 びるけれども、 売上高が増大 するほどには利

益 は増 大せず、 売上高利益率は低 下しやすい。

売 上 高 利 益 率 の 低 い 製 晶 に つ い て は、 マ ー ケ ッ

トシェ アが小さ い場合・補 完 製晶 と して の重 要

性が低けれ ば、 製品種類の縮小あるいは生産 ス

ト ッ プ を 考 え て よ い。

（３〕 生産 深 度の 分析

付加価値率（ 芸
カ
晋篶 ）１太売上高に

に占める付加価値の割 合であ り生産 の深度を示す。 付加価 値率は次式に示されるよ うに 生産性

の要 因であり、 大量生産・大量 販売が望めない経営環境 のもとで重要な戦略要 因である。



付加価値

製 品 戦 略 の た め の 分 析 （石 崎）

付加価値 総 資 本
×

売 上 高 従業員数

（付加価値率） （資本集約度）

売上高

３３

従業員数

（付加価値生産性）

総資産

（資本回転率）

付加価値率は各製晶について製品単位当１付加価値率 （
単
農 識

価値
）を向上！せ

るこ とによって上昇する。 製品単位 当り 付加価値は、 ω 外部 購人価 値と （２〕 売価に 左右さ

帆 ！たが一て ω 比率を向上１せるに１ふ 歩留１ （
原
毒 慧
量
） および原単位

（
製品’単位に

葦
する材料の

姜
準数量 労

署
の標準時間なと

） を高め１ｌｌ！に、 高価格
を設定できる製品を開 発す ることである。 高 付加価値 化あるいは高付加価値経 営とは、 付加価

値の 増大とも付加価値率の 向上ともいえ、 多品種 少量 生産の狙いとすると ころ である。
付加価 値 付加価値 売 上 高

付 加価 値生産性を ＝
＿ × として展開すれ

従業員数 売 上 局 従業員数

（付 加 価 値 生 産 性） （付 加 価 値 率） （１ 人 当 り 売 上 高）

ば明 らか なよ うに、 付加価値率 が低 ければ１人当り売 上高 を高めなけれ ば生産性は低 下し、 競

争力 を維 持できない。 飲料、 乳製品を 始めとして食料品業界は、 一般に付加価値は 低いけれど

も、 １人 当り売上 高は高く、 逆に医療晶 や精密機械業界は逆で ある。 業界によって示す特徴 は

異 なる けれども、 個々の企業と しては 付加

図表８ 付加価値率・売上高構成比の関連図 価値 生産 性を高水準に維持するた めには、

付

加
価
値
率

売上高構成比

（１〕 製造原価の かなりの部分が材料費で 占め られている場合。（２〕

費が大きく相違す る場合。１３〕 市場の状態によっ て材料費が大きく 変動 する場合。１４〕

自律的な事業部制を採用 して いる多晶種企業の場 合で ある７）。 以上の他 に、 外注が多い場合に

も 重 要 で あ る。

製 品 ミ ッ ク ス が 重 要 で あ る。 こ の た め に 製

品別付加価値率 と製品別売上高構成 比の関

連図の作成が 役立つ。 縦 軸に製品別付加価

値 率、 横軸に売上高構成 比を とり、 各製品

を プロッ トすれ ば、 各製 晶の 位置が鳥鰍図

的 に 把 握 で き、 製 晶 ミ ッ ク ス の 検 討 に 役 立

てるこ とができる （図表８参照）。

付加価値 あるいは付加価値率が製晶 戦略

において重 要な戦略要因として特に注 目し

なけれ ばな らな いのは、 次のような場 合で

あ る
。

製 晶の中に含まれる材料

かなり
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Ｗ 成長力に関する分析

製 品戦略においてもっとも重 視さ れるのは、 製品の製 造・販 売にあたり、 累積生産量が どの

程度 になるか、 ライフサイク ル
は何 年位かということであり、 これらの条件によって投下資本

の 回収期 間や投下資本利益率 が大きく 左右される。 通産省の調 査によっ ても明らかなように、

製 品のライ フサイクルは近年短 縮化して おり、 また製品の研 究開 発から廃棄にいたるまでの ラ

イ フ サ イ ク ル ・ コ ス ト の 大 部 分 は 原 価 企 画 の 段 階 で 発 生 す る。 し た が っ て、 製 晶 の 予 想 販 売 高

は経 営者にとっての大きな関 心事で ある。 管理会計の領域に おいて も販売予測の研究に関 心が

持 た れ る 所 以 が こ こ に あ る
８）
。

経営分析の領域 において も成長性分析は重視 されるけれ ども、 未来指向的な 成長 性分析の技

法は未開拓とい える９）。 以下において製晶を 中心と して、 成長性 分析の 手法
を 挙げてみる。

（１〕 ライ フ サイ ク ル・ ス テ ー ジの 分 析

売 上高成長率は、 企業成長 の最も一般的な指標である。 わ が国のように企業目的 に売 上高 が

措定されている場 合には、 売上高の成長は企 業成功のメ ルクマー ルで もある。 しか し売 上高の

成長によって企業競争 カを判 断 しようとする場 合には、 業界全体の成長、 有力
競争 企業 の成長

を考慮に入れな けれ ばな らな い。 一般に市場 占有率 によって競争力は判断される。 市場 占有率

が増 大していれ ば競争力は増 大していると考え られる けれども、 業界全体の売 上高の成 長が停

滞 あるいは衰退傾向にある場 合、 当該製品が主 力製品 であれば企業の長期的な成長 は期 待で き

な い。 このため業界成長率と 市場占有率との交差 分析 が必要になる。

図 衰 ９ 製 品 ポ ー ト フ ォ リ オ ・ マ ト リ ッ ク ス

注 １） ポ ス ト ン ・ コ ソ サ ル テ ィ ソ グ ・ グ ル ー プ の

マ ト リ ッ ク ス を 若 干， 修 正 し て あ る。

２） 実 線 は研 究 開 発 の た め の 資 金 の 利 用 方 向

を、 点 線 は 望 ま し い 成 長 方 向 を 示 す。

３） 菜 界 の 市 場 成 長 率
，
マ ー ケ
．ツ
ト シ ェ ア の 測

定 に は
，
（１〕業 界 ト ッ

プ 企 業 の 成 長 率， ト ッ
プ 企

業 に 対 す る 自 祉 の マ ー ケ ッ ト シ ェ ア と い う 測 定

方 法 と， （２〕業 界 平 均 の 市 場 成 長 率， 業 界 全 体 の

売 上 高 に 対 す る ｏ 杜 の マ ー ケ ッ ト シ ェ ア と い う

測 定 方 法 が あ る。

低 マ ー ケ ソ ト ン ェ ア 高

ボ ス ト ン ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ ・ グ ル ー プ や マ ッ キ ン ジ ー ・ グ ル ー ブ の 製 品 ポ ー ト フ ォ リ オ 分

析は、 業界 成長率 と市場占有率を関連づ ける ことによ って、 当該製品の成長段 階を明らかにし

ようとす るもので ある （図表９）。 すな わち 製晶のライ フサイクルは、 問題児 （育 成製 品） →
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花型 （成長 製品） →金のなる木 （成熟製品） →負け犬 （撤退製品） というサイク ルで捉え られ

る。 製 品ポートフォリオ 図
表は、 ある時期 における状態を示すものであるからそれのみで

は動

態的観 察が難 しい。 そこで縦軸、 横軸を同 じにして おき、 時系列的 にプロッ トして線 で結 んだ

図 表を描け ば成長過程を明確 にでき る （図表１０参照）。 時系列 的な 調査が難 しい場合や多数の

製 晶 の ラ イ ブ サ イ ク ル 上 の 位 置 を 知 り た い 場 合 に は、 ホ フ ァ ー が 示 す ポ ー ト フ ォ リ オ 図 表 が 有

用 であ る （図表１１参照）。

図 表１０ 製 品 ライ フ サ イ ク ル ・ ス テ ー ジ の 変 化

市
場
成
長
率

８６年

８７年

８８年

９１

９０年
８９年

マ ー ケ ッ ト シ ェ ア

図表１１

強
い

競 中

争 程

力 度

弱
い

成 長 段 階 を 示 す製 品 ポー トフ ォ リ オ ・ マ トリ ッ ク ス

開発 成長 淘汰 成熟→飽和 衰退

（ライ フ サイ ク ル の 諸 段 階）

注 １） ホ フ ァ ー の マ ト リ ッ ク ス を 若 干、
修 正 し て

い る 。

２） 縦 軸 に 売 上 高 あ る い は、 販 売 量を と る と ライ

フ サ イ ク ル ・ カ ー ブ を 描 く こ と が で き る。

出 所） Ｃ
．
Ｗ
．
Ｈｏｆｅｒ／Ｄａｎ Ｓｃｈｅｎｄｅ１，

“
Ｓ 物ｆｅ鮒

Ｆｏ一柵㏄’洲 ｏ〃 ル め 眺 〃 Ｃｏ肌ｅ 〆
’
，
Ｗｅｓｔ

Ｐｕｂ１ｉｓｈｉｎｇ Ｃｏ．，
１９７８ （奥 村 ・ 榊 原 ・ 野 中 訳

「戦 略 策 定」 千 倉 書 房、 １９８７年、 ４０ぺ 一 ジ）



３６ 杜 会 関 連 会 計 研 究 第 ３ 号

１２） 成長の持続 性の 分析

製晶の成長分析は、 単に売上高の 成長率 やライ フサイクル・ ステ ー
ジを検討することにと ど

ま らない。 成長の結果としての規模およ
び成長の持続性について も知 ることが必要である。 Ｍ．

Ｃ ボ ー グ お よ び Ｅ．Ｓ．
バ ッ フ ァ は、 企 業 の 経 済 価 値 決 定 要 因 と し て、 規 模 （利 用 で き る 戦

略機会の大きさ）、 収益 （資産のコ スト以上の資産
収益を 上げられる能力）、 成長 （利用でき

る戦略機会が増大する大き さ） およ び持続性 （収益と成長が持 続す る期 間） の４っをあ げてい

る
１Ｏし ここで収益とは収益性を意味 して おり、 これを除け ばい ずれも成長性に関する指標であ

る
。

成長の持続性は製品 ポー トフォ リオ図表において、 問題 児お よび花型に位置する製晶が 多け

れば、 成長の持続が期待で きる。
す なわちこれらの製品が 多い ことは、 企業の成長カともいう

べき成長への力強さを示す。 このよう な成長持続の可能性は、 次の 比率によっても把握するこ

と が で き る。

３ 年 以 内 に 開 発 した 新 製 品 の 売 上 高

新 製 品 比 率 ＝
全 製 品 売 上 高

主 力 製 品 売 上 高
主力 製 品 比率 ＝

全 製 品 売 上 高

３ 年 以 内 の 売 上高 が 減 少 傾 向 に あ る 製 品 の 売 上 高

衰 退 製 品 比 率 ＝ ＿
全 製 品 売 上 局

こ こ で ３ 年 以 内 と い う 年 限 に、 特 に 理 論 的 根 拠 が あ る わ け で は な い。 し か し 製 品
の ラ イ フ サ

イ ク ル が ３ 年 程 度 に 短 く な っ て き て い る こ と を 考 慮 す れ ば、 一 応 の 目 安 に で
き る。 ま た、 何 を

もって主力製 晶とす るかについての明確な基準がある わけではない。 一般的には売上高を基準

と して割合の大き い製 品を主カ製品とするこ とが 適当と考えられるけれ ども、 製 品種類の 多い

企業を同一に 取扱う ことができない。 ただ し、 主力製 品とする売上高
の割合をきめて おけば、

自 己比較に おいて は趨 勢を明らかにすること ができる。

こ れらの 比率が意味を持っているのは、 新製 品の場合
には高い企業の ほう が、 衰退製品 の場

合には低い 企業の ほうが、 収益性、 成長性およ び柔軟性が良好である
という相関 関係 が見られ

るか らで ある。 ま た、 主力製晶については高す ぎると収益性、 成長性お
よ び柔軟 性は悪化す る

という相 関関 係が見られる
１１）
。 一般的な傾向 としていえることは、 新製品

の開発 によっ て多様

化 を 進 め て い る 企 業 の ラ イ フ ・ ス テ ー ジ は 若 く、 活 力 が あ る と い う こ
と で あ る。

１３〕 収 穫 低 減の チ ェ ック

収益性 は、 一般的に企業規模が拡大す
るにともなって低下する傾向 がある。 これは製 造業に

おいては、 収穫低減の法則が働き、 規模
の拡 大にともない売上高利益率 は向 上して も資本回転
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率 がそれ以上に低下すること が多いためである。 製品の販売増 が見込めるため設備投資によっ

１２）
て規模の拡大をはか る場合、 資本回転率の低下を招来す ることのな いよう 注意

を要する 。

この観点か ら経営資本成長 率と経営資本利益率のクロスセク ショ ン分析によって、 各製品別

事業部の、靱敢図的把握ができる。 縦軸に経営資本の伸 び率をとり、 各事業部の位置
づけを プロッ

トするとと もに、 各 事業部の 売上高を円の大きさで示すな らば、 成長性が高く ても収穫が低す

ぎないか等の検討が 可能にな る （図表１２参照）。

売上高が増大 して いて も、 無理 な販売政策をとっていたり、 過 当競争となっている場合、 あ

図 表１２ 成 長 性と 収 益 性 の ク ロ ス セ ク シ ョ ン 分布

経
営

資
本
成
長
率

○
Ａ 製 品

○
Ｃ製品

○

Ｂ製 品

○
Ｄ 製 晶

経営資本利益率

るいは業界の市場成長率を下回って いる場合には、 いずれ競争力 は落ちてく る。 売上高利益率

にっいて も収穫低滅のチェッ クが必要である。 固定費負担 が景 気変動 などの 環境変化に対 し柔

軟 性を 低下させていないかを検討 する ことも必要である。

図表１３の よう に、 縦軸に売上高営業利 益率
を、 横軸に経営資本回転率

をとり、 各事 業部 ごと

の 数年問 の比率をプロッ トし島を描 いてみ れば、 収益性の安定度が明 ら
かにな る。 縦 に長い島

は、 固定 費負担が大きく、 テ
コ作用 によっ て売上高利益率の変動が大き いことを 示す。 横に長

い 島は、規模の割 に必要な 売上高
を達成できず 資本の利用 度が 低 いこ とを 示す。
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（４〕 成長性方向の検討

現 在の状 況を知っ た上で、 成長
の方向を明確 にすることは経営戦略の策定 にお いて 重要であ

る。 ア ン ゾ フ の 製
品 一 市 場 マ ト リ ッ ク ス に よ る 成 長 ベ ク ト ル は よ く 知 ら れ て

い る。 ア ン ゾ フ の

示 し た 市 場 浸 透、 製 晶 拡 大、 市 場 拡 大 お よ
び 多 角 化 と い う 方 向 に、 Ｄ．Ａ ．ア ー

カ ー は 新 し い 製

造／流通の レベル、 技 術、 特異能力 もし
くは特異 資産 にもとづく第３次元の成長方向を加えて

図 表１４の よ う に マ ト リ ッ ク ス を 示 し て い る。

アーカーの 示した第３次元と市場との関係を もう 少し詳細
に分析するため に、 市場の 奥行き

と 技 術 の 奥 行 き の ク ロ ス セ ク シ ョ ン に よ っ て、 成 長 方 向
を 検 討 す る こ と も で き る （図 表１５ 参

照）。 ま た、 製晶
の改善と 販売 方法 を関係づけて成長戦略の方向を検 討する考え方も

ある （図

表１６参 照） 。 図 表１３ 売 上高 営 業 利 益 率 と 資 本 回 転 率 の ク ロ ス セク ショ ン 分 析
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図 表１４ 製品 一 市 場 に よ る 成 長 方 向

既存製品 新 製 品

既存市場

新市場

市場浸透

市場拡大

製品拡大

多 角 化

＼
新 し い 生 産 ／ 流 通 の レ ペ ル、 新 技 術

特 異 な 能 カ ま たは 資 産 に 基 づく 成 長 方 向

出 所） Ｄ．
Ａ
．ア
ー カ ー 著

、
野 中 他 訳 ｒ戦 略 市 場 経 営 』 ダ イ ヤ

モ ン ド 社、 １９８８ 年、 ６５ ぺ 一 ジ

図 衰１５ 成 長 方 向の 検 討

注 １） 市 場 の奥 行 き と は， 市 場 浸 透 や 市場 開 発 に

よ る 成 長 の可 能 性 を い う。
２） 技 術 の 奥 行 き と ほ． 製 品 開 発 や 多 角 化 に よ

る 成 長 の 可 能 性 を い う。
３） Ａ 成 畏 の機 会 が 小 さ い 製 品

Ｂ 現 在 の市 場 規 模 と 今 後 も そ の 拡 犬 可 能

性 が 高 い分 野 の 製 品
Ｃ 市 場 と 技 術 の 両 面 に 成 長 の 機 会 が あ る

製 品

Ｄ 技 術 上の 向 上 や 関 連 技 術 の 創 造 に よ る

製晶

低 技術の臭行き 高

図 表１６ 売上 高 と 顧 客 動 向

製 品

同 じ 改 善

同 じ
売 上 高 一 定 顧 客 回 復

販
士 そ の 後 漸 減 売 上 高 漸 増
冗
方
法

改 善
新 規 客 増大 既 存顧 客 十 新 規 顧 客

売上高漸増 売上高増加

出 所） 長 島 俊男 「経 営 診 断 の 学 習 と ケ ー ス スタ ディ」

７５ぺ 一 ジ

ｒ企 業 診 断』 １９９０年 ６ 月、
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Ｖ 製 品戦略のための分 析手法の開発

経営戦 略の中心が製品戦略にあるこ とは衆知であるにもかかわ らず、 製 晶戦略に資する分析

の体系およ び手法は確立されていな い。
、
その主たる理由は、 経営 分析

の関心が財務に置かれ、

生産・ 販売 に目を向けることが少な かっ たからである。 したがって経 営分析が製晶戦略
に関す

る意思決 定に資す ることができるた めには、 次のような点に 配慮 しな ければならない。

１１〕 製晶の ライ フサイ クルの短縮 化、 多品種少量生産といった環境 のもとにおいて、 ①生産

とマーケ ティングに整合性がある基 本戦略の樹立、 ②ライフサイク ル戦略の重視、 ③競争力の

規定要因の 認識と競争優位を もたらす基 本的なマーケティ ング戦略の実 施、 といっ た戦略的視

点が重要 にな る。

企業の 競争力要因については、 す でに指摘したが、 市場二一 ズの重 要性の認識のもとに新製

１４）
品の開発、 製品の高品質 化、 早

納期 の実現をはかることであ ると の同様の調査もある 。 この

ような 企業競争力の要因は、 製 品戦略の核心とそのための分析の ポイ ントがどこにあるかを示

す も の で あ る。

ＣＩＭ や原価企画は、 顧 客二一 ズヘの対応の迅速 化を 目ざして おり、 生産と販売の統 合
を は

か る も の と い え る。 こ の よ う な 観 点 か ら は、 製 晶 の ラ イ フ サ イ ク ル 分 析 が 有 用 に な る。

１２〕 競 争優位をもた らす製 品戦略 として、 差別化戦略、 低 原価 戦略およびニッチ
戦略がよく

知 られて いる。 差別化戦略 は、 自社の製品やサー ビスに他社 のそれと区別で
きる特異性を 付与

す る 戦 略 で あ る。 た と え ば、 ブ ラ ン ド ・ イ メ ー ジ、 品 質 お よ び 顧 客 サ ー ビ ス な ど に 他 社 に
な い

優 位性を持っことである。

Ｐ Ｉ Ｍ Ｓ （Ｐｒｏｆｉｔ Ｉｍｐａｃ七 〇ｆ Ｍａｒｋｅｔ Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ） の 研 究 に よ れ ば、 顧 客 に よ る 知 覚

晶質 が差別化 によって業績 を向上させる重要なステッ プであ る。 競争者に対 して製晶
の相対的

知覚 品質 の優位性を達成す るな らば、 シエアを獲得でき、 規模
の経済によって低費用を達成す

る ことができる。 日本が自動 車産業において成功 し
た理 由は、 単に低価格であるということで

はなく、 顧客の知覚する晶質 が価 格よりも勝っているこ とで ある。 この相対的知覚品質
という

概念は、 これまで一般 的に使われてきた適合品質の概念 とは 異
なる。 適合品質は、 製品 仕様と

サー ビス・ レベルの適 合を 問題にし、 指定され
た製 品仕様の 下に不良率を下 げることやＺＤ の

実現によって達成さ れる。 相対的知覚品質
と適合晶質が 収益性と成長性を どのようにも たらす

か の 関 係 は 図 表１７の よ う に 示 さ れ る
１５）
。

差別化が どの程度、
達成されているかを知るため には、 たとえば差別化の中心である 品質 に

つ い て、 そ の 水 準 を 次 式 に よ っ て 計 算 す る こ と が で き る。

品質 水準 ＝ 同業他社と比較 して晶質の優れてい る製品の全売上高に

対する比率 一 同業他社 と比較して晶質の劣っている製 品

の全売上高に対する 比率
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図 表１７ 品 質 が収 益 性 ・ 成 長 性 を 向 上 さ せ るメ カ ニ ズ ム

顧 客 に よ る知 覚品 質
対 象 市 場

適 合 品 質

（品 質の 差 別化）
デザ イ ン／ 技 術

コ ス ト ・ リ ー ダ ー シッ プ

（属性と仕様）

顧 客 の 相 対 的 仕 様 適 合 に

知 覚 品 質 おけ る 相 対

（成果） 的効果

相 対 的価 値
相 対 的 市 場 品 質 費 用 の

シェ ア 削 滅

相対的価格 相対的費用
より高
、 同じ一

（より低い）

収益性と
成長性

出 所） Ｒ
．
Ｄ
．
バ ゼ ル お よ び Ｂ．Ｔ、 ゲ イ ル 著、 和 田 充 夫 他 訳 ｒ新 Ｐ Ｉ Ｍ Ｓ の 戦 略 原 則』

ダ イ ヤ モ ン ド 社
、
１９８８ 年

、
１５５ぺ 一 ジ

低原価戦 略は、 コスト優位戦略といい かえるこ とができ、 他者より も低原 価を実現する こと

に よ っ て、 コ ス ト の リ ー ダ ー シ ッ プ を と ろ う と す る 戦 略 で あ る。 こ の 戦 略 は、 経 験 曲 線 と い う

考え方が普及 した１９７０年 代に重視されるようになって きた。

低原価戦略は、 大 量生産・ 大量販売方式による 時点指向の低価格政策のみ ならず、 当初赤字

を出 しても低価格を 設定 して、 累積生産量を早く増大 させることによって低原価 を実現し、 長

期的な利益の獲得を 目的と する、 期間指向の低価格政 策の両方を含む。 価格政策 においては、

価 格 決 定 の ア プ ロ ー チ と し て、 ① 原 価 指 向 の ア プ ロ ー チ、 ② 経 済 学 的 ア プ ロ ー チ、 ③ 行 動 科 学

的 ア プ ロ ー チ な ど が 知 ら れ て い る
１６し い ず れ の ア プ ロ ー チ に よ っ て 価 格 を 決 定 す る に せ よ、 原

価 の分析が必須である。

原 価 分 析 に お い て ま ず 明 ら か に す べ き 点 は、 費 用 構 造 で あ る。 図 表１８は ジ ャ ン ー ジ ャ ッ ク ・

ラ ン バ ン が 示 す 費 用 構 造 の 分 析 で あ る。 ポ ー タ ー は 一 歩 進 め て 価 値 連 鎖 （Ｖａ１ｕｅ ｃｈａｉｎ） に よ

る原価 分析 を提唱している。 価値連鎖 とは図表１９のように、 企業の 諸活動が価値 （売上高） を

創 造 す る ま で の プ ロ セ ス を い い、 こ の 価 値 連 鎖 に 費 用 と 資 産 を 配 分 す る こ と に よ っ て、 費 用 の

分 布 を 把 握 し、 効 率 向 上 の ポ イ ン ト を さ ぐ る の で あ る。 す な わ ち、 コ ス ト ・ ビ ヘ イ ビ ア を 左 右

する規模の経 済性、 習熟度、 連結関係 （価 値連鎖内部の連結）、 相 互関 係 （会社内部の他の事

業単位との関係） な どの構 造的要因を操作する ことによ って原価低減をはかるの である。

１３〕 マ ー ケ テ ィ ン グ と は、 製 晶 （Ｐｒｏｄｕｃｔ） 、 価 格 （Ｐｒｉｃｅ） 、 経 路 （Ｐ１ａｃｅ） お よ び 促 進

（Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ） の ４ っ の 手 段 （頭 文 字 を と っ て ４ Ｐ
’
ｓ と い わ れ る） の 市 場 に 対 す る 最 適 な ミ ッ
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図 表１８ 販 売 価 格 の 一 般 的 な 構 造

販売価格 粕
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這 ４．間 接 人件 費 ［

騒 輪
封
田ミ

撞

哨
胴

３ 直 接 マーケティ ンク費 迦

２．直 接 人 件 費

１．直 接 原 材料 費

出 所 ） Ｊ ｅａ ｍ － Ｊ ａｃｑｕｅｓ Ｌ ａ ｍ ｂ
ｉｎ，
．‘ Ｌ ｅ Ｍ ａｒｋｅｔｉｎｇ Ｓｔｒａｔｅｇｉｑｕｅ

”
・

Ｍ ｃ Ｇ ｒａ ｗ－Ｈｉ１１． １９８６， ｐ．
２６９．

図 表１９ 価 値 連鎖 の 基 本 形
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１
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販 ジ

曜 製 出 売 サ

買 荷 ● １ ン

物 物 マ ビ

流 造 流 １ ス

ケ ィ

テ ン

グ

主 活 動

出 所） Ｍ－Ｅ一
ポ ー タ ー 著

、
土 岐 ・ 中 辻 ・ 小 野 寺 訳 ｒ競 争 優

位 の 戦 略』 ダイ ヤ モ ン ド社し １９８８年、 ４９ぺ一 ジ
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クスによ る活動の展 開であるとされてい る。 製品 戦略のための分析 も、 製晶を中 心に したマー

ケ テ ィ ン グ ・ ミ ッ ク ス を 考 慮 に 人 れ た も の で な け れ ば な ら な い。

Ｖ１ おわ りに

製品戦略に役立つ分析は、 競争優位性 に関 する理論を考慮に入れたものでな ければならない。

そのためには、 経営 分析論 と経営戦略論や企業行動理 論との学 際的な研究が必要である。 当小

論 に お い て は、 新 し い ア プ ロ ー チ に も と づ く 具 体 的 な 分 析 手 法 を 示 す ま で に は 至 っ て い な い。

そ れは今後の課題と したい。
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１９９０

， ｐ１
３２
．

３） Ｍ・
Ｅ
．
ポ ー タ ー 著

、
土 岐 ・ 中 辻 ・ 小 野 寺 訳 「競 争 億 位 の 戦 略」 ダ イ ヤ モ ン ド

，
１９８８年

，
３７７ぺ 一 沌

４） 清 水 龍 螢 「た え ざ る 新 製 品 開 発 と 企 業 成 長」 『企 業 会 計』 ，１９８４年 ７ 月 号 ， ５
ぺ 一 ジ。

５ ） Ｊ ．
Ｆ
．
Ｐｉｃｋｅｒｉｎｇ ＆ Ａ ． Ｆ． Ｃ ｏｃｋｅｒｉ１１，

“ Ｔ ｈｅ Ｅ ｃｏｎｏ ｍｉｃ Ｍ ａｎａｇｅ ｍ ｅｎｔ ｏｆ ｔｈｅ Ｆｉｒ ｍ，
” １９８４

，

Ｐ．１３５．

６） 加藤 勝 康 ｒ財 務 分 析 入 門』 銀 行 研 修 社，１９８１年，５８
ぺ 一 ジ。

７ ） Ｂ－ Ｃ ｏｘ。
“ Ｖａ１ｕｅ Ａｄ ｄｅｄ，

’’ Ｈ ｅｉｎｅ ｍ ａｎ，
１９７９，ｐ．

１０４．

８） た と え ば 次の 論文 を 挙 げ る こ と が で き る。 小 林 健 吾 「販 売 予 則 の 必壊 性 と 特 徴」 ｒ企 業 会 計』 ，１９９０

年，９ 月 号 ，
４ ～ ９ ぺ 一 ジ

９） 成 長 性 分 析 の 難 し さ は、 分 析 の 視 点 が 企 業 の 「存 立 ・ 維 持」 で は な く 「発 展 ・ 成 長」 と い う 未 来 思 考

的 観 点 にあ る こ と （増 谷 裕 久 『分 析 会 計 論』 中 央 経 済 社 １９８３年，１０８ぺ 一 ジ） ．ボ ー モ ル の 成 長 モ デ

ルを は じめ と して 成 長 や革 新 に 関 す る 各 種 の モ デル が 示 さ れ てい る け れ ど も、 操 作 的 で な く 分 析 技 法

と し て 不 十 分 な こ と
，
に あ る。

１０） Ｍ． Ｃ。
ボ ー グ 皿 お よ び Ｅ

－
Ｓ バ ッ フ ァ 著 土 岐 坤 訳 ｒ 企 業 戦 略 分 析』 ダ イ ヤ モ ン ド 社 ，

１９８７ 年
、
１３

ぺ 一 ジ
。

１１） 通 商 産 業 省 産 業 政 策 局 企 業 行 動 課編 ｒ総 合 経 営 力 指 標』 参 照。

１２） 成 長 に と も な う 資 本 回 転 率 の 低 下 傾 向 は、 製 品 の 多 様 化 や 経 営 の 多 角 化 に と もな う 設 備 投 資 の 増 大、

棚 卸 資 産 の 恒 常 在 高 の 増 大 な ど、 固定 的 資 本 の 増 大 の 割 に は 外 部 の 経 済 的 機 会 を 見 出 せ な い こ と に 起

因 す る
。

１３） Ｈ － Ｉ－ Ａ ｎ ｏｓｏｆｆ，
“ Ｃ ｏｒｐ ｏｒａｔｅ Ｓ ｔｒａｔｅｇｙ，

” Ｍ ｃ Ｇ ｒａ ｗ － Ｈｉ１玉，１９６５， ｐ１
１３７．

１４） 通 産省 産 業政 策 局 企 業 行 動 課 ｒ企 業 活 力』 東 洋 経 済 新 報 社，１９８４年、３５ぺ 一 ジ。

１５） 詳 細 は 拙 稿 を 参 照。 「企 業 の ライ フ サ イ ク ル と ライ フ サイ ク ル 戦 略」 中 央 大 学 企 業 研 究 所編 ｒ経 営 戦

略 と 組 織の 国 際 比 較』 中 央 大 学 出 版 部，１９９１年，１５４～１５５ぺ 一 ジ。

Ｐ Ｉ Ｍ Ｓ の 研 究 に お い て は、 収 益 性 と マ ー ケ ッ ト シ エ ア と，マ
ー ケ ッ ト シ エ ァ と 戦 略 的 要 因 等 の 関 係

が 統 計 的 に 研 究 さ れて い る が、 確 固 た る 仮 説 を 立 て る ま で には 至 っ て い な い。 ま た マ ー ケ ッ ト シ エ ア

と 新 市 場 の 拡 大 に 密 接 な 関 係 が あ る との 調 査 も あ り、 こ う した 研 究 なく し て、 製 品 分 析 を 精 緻 化 で き

な い （ Ｓ
．
Ｓｃｈｏｅｔｔ１ｅｒ，

Ｒ Ｄ ． Ｂ ｕｚｚｅｌ ＆ Ｄ ． Ｆ － Ｈ ｅａｎｙ一
“ Ｉｍ ρα α ｏ∫ Ｓ 〃 ω 昭 ｛ｃ Ｐ ’α刊一

πｆ仰８ ｏｎ Ｐｒｏｆｉｔ Ｐｅｒｆｏｒ ｍ ａｎｃｅ
”
， 〃α ㈹ 〃 ｄ 此 ５ 加ε ∬ Ｒ ω ｛ｅ 〃，

Ｍ ａｒ１－ Ａ ｐｒ． １９７４． Ｒ ． Ｄ ．

Ｂｕｚｚｅ１ ＆ Ｆ
－
Ｄ
．
Ｗ ｉｅｒｓｅ ｍ ａｎ

“Ｓｕ ㏄ ｅｓｓｆｕ１ Ｓｈａｒｅ－Ｂ ｕｉ１ｄｉｎｇ Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ
”

Ｈαゲ也αｒｄ
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肋 ｓゴｍε ∬ Ｒ ε 加 舳 ，
１９８１

１
Ｈ
． Ｍ ．

Ｗ ａｇｎｅｒ．
“ Ｐｒｏｆｉｔ Ｗ ｏｎｄｅｒｓ．

Ｉｎｖｅｓｔｍ ｅｎｔ Ｂｌｕｎｄｅｒｓ
０
，
〃 〃 一

ω〃ｄ Ｂ ㎜｛ｍ ∬ Ｒ ωゴ 舳 ，
１９８４
，
参 照） 。

１６） 真 船 洋 之 助 「価 格 政 策」 、 諸 井 勝 之 助 編 著 『現 代 意 思 決 定会 計」 中 央 経 済 社， １９７８年， ８１～１１３
ぺ 一

ジ
。


